
災害の経験を活かす
（ ＋ちょっと防炎の話）

令和４年１１月９日

公益財団法人 日本防炎協会

理事長 村上研一 （第26代 消防総監）
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稲城市 令和4年度防火管理者・危険物取扱者等実務研修会



本日の講演の内容

1.消防総監と東京消防庁

2.災害の経験

3.オリンピック招致の経験

+ 防炎の話
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消防総監とは？
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組織 Top 階級 基準

国 総務省消防庁 消防長長官 無

市町村 市町村消防本部 消防長 消防総監 特別区（東京消防庁）

消防司監 指定都市

消防正監 職員200人以上又は人口30万以上

消防監 職員100人以上又は人口10万以上

消防司令長 その他



東京消防庁の管内
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〇多摩地域の市町村（稲城市を除く）は
東京消防庁に消防事務を委託

〇島しょ地域は大島町、三宅村、八丈町が
単独消防その他の村は消防団のみ



東京消防庁の概要

〇職員定数 18､655人

〇組 織 本部庁舎 10方面本部 81消防署 ３分署 208出張所

〇消防車両等 2､075台

（ポンプ車489台、はしご車86台、救急車270台、ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ7機、消防艇9艇他）

〇救助隊等

即応対処部隊１隊、消防救助機動部隊４隊、航空消防救助機動部隊１隊

特別救助隊23隊、水難救助隊６隊、山岳救助隊４隊、化学機動中隊９隊

〇災害概要

〇予算
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火災 焼死者 救急

令和元年 4､089件 108人 825､929件

令和2年 3､694件 86人 720､965件

令和3年 3､936件 87人 743､726件

消防費

令和3年度 約2､511億円

令和4年度 約2､541億円



消防総監の仕事
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① 対外業務

② 庁内事務

③ 施策立案・実施

ここがポイント！時間がかかる
1年目 施策の立案
2年目 予算要求

3年目 施策実施 （完成に1~2年）

〇組織が大きい

長所
・ルーチン業務は各担当が処理
・広いエリアに均等な消防サービスを提供
・多種多様な災害に対応が可能

短所
・組織全体への徹底が難しい
・地域の要望への対応が遅い
・施策の実施に時間が要する

〇全国消防のTop
・全国の代表として国等との折衝、他消防本部との連携
・全国の消防本部の先頭に立つ役割

仕事

背景

経験と準備が
大事



私の簡単な経歴
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昭和58年4月東京消防庁 入庁
62年 筑波大学研修

平成元年 総務部企画課
10年 多摩消防署予防課長
12年 池袋消防署警防課長
14年 警防部総合指令室
15年 総務省消防庁出向
17年 玉川消防署長
19年 企画調整部企画課長
23年 消防学校長
24年 防災部長
26年 予防部長
27年 次長
29年 総監（全国消防長会会長）

〇 スペシャリストからゼネラリストへ

〇 H15.8-9 災害対応

〇 H28.12 機動救急隊の発足

〇 火災予防のスペシャリストを目指す

〇 H25.10 大島土砂災害

〇 H30.11 南多摩総合防災施設完成



どうやって施策を実現するか？

災害等の経験から

施策を考える
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予算が不要 予算が必要

制度の変更 装備の購入、
施設の建築

大規模な災害に伴う施策
（震災、水災、大規模火災等）

◎ 〇

容易 比較的容易

通常の災害
（火災、救急等）

△ ※

難しい チャンスを待つ



災害の経験①
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 発生日時 ：平成15年8月19日 14時46分

 発生場所 ：三重県桑名郡

ごみ固形化燃料（RDF）発電所

 施 設 ：RDF貯蔵槽

直径15.4ｍ 高さ22.04ｍ

20日 タンクの延焼状況

22日17時頃 タンクへの放水状況



災害の経験②
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 発生日時 ：平成15年9月28日 10時46分

 発生場所 ：北海道苫小牧市

出光興産㈱北海道製油所

 施 設 ：特定屋外タンク貯蔵所

直径42.7ｍ 高さ24.39ｍ

 内容物 ：第４類 第１石油類 ナフサ 29日9時20分頃 タンクの延焼状況

29日13時頃 座屈するタンクの状況 30日６時40分頃 泡剤に覆われたタンク29日17時頃 タンクの延焼状況



災害経験の反映
 緊急援助隊の組織的な運用

 緊急援助隊の指揮体制

 災害時の都道府県・市町村との連携
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 RDFの消火方法

 タンク火災の消火方法

H15緊急援助隊法制化に合わせ要綱の制定

 部隊編成（後方支援部隊を含む）・出動体制

 指揮体制

 国（消防庁）派遣職員の役割

 都道府県が調整本部の設置（H20）

H16新潟中越地震

 窒素による消火（RDF）

 ・たんぱく泡消火剤の利用※

・大容量泡放射砲の導入（H17法改正）



災害の経験③

 発生日時：平成25年10月16日 未明

（台風26号に伴う大雨による土砂災害）

 発生場所：東京都大島町

 人的被害：死者36名 行方不明3名 負傷者22名

 建物被害：全壊137棟など 計400棟
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16日 救助活動の状況 16日 土砂崩れの状況



1210月19日 朝日新聞

16日 ガソリンスタンドの被害状況



〇土砂災害救出訓練施設

〇たん白泡消火薬剤消火訓練施設

等を整備

H29.12 南多摩総合防災施設

〇浸水地・土砂災害地で走行可能な車両

〇泥濘地・急斜面で走行可能な車両

〇浸水地等で活用できる船

〇ドローン

等を整備

災害②③の経験を施策に活かす

土砂災害・風水害等での活動力の強化
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訓練施設の整備 新たな部隊の設置

R2.4 即応対処部隊



最 新 鋭 の 消 防 訓 練 施 設

◇ 危険物(灯油)を燃やし、フッ素たん白泡消火薬剤を使った

消火訓練や消防活動訓練が可能

特徴１

天井破壊

/天井裏消火訓練

任意設定可能な

暗所の迷路施設

ﾊﾞｸﾃﾘｱ曝気槽

による排水処理

消火による煙を

無害化して処理

中層訓練棟

第九方面消防救助機動部隊

(ハイパーレスキュー)

受 援 拠 点

◇ 大規模災害時における緊急援助隊の受け入れスペースを確保

特徴４

○ ヘリコプター臨時着陸場及び

駐機スペース

○ 緊急消防援助隊の車両集結・

宿泊・作戦室スペース

○ 林野火災訓練、各種重機を活用

した訓練も可能

○ ﾊｲﾊﾟｰﾚｽｷｭｰ等による技術指導

◇ 土砂災害訓練や山岳救助訓練など、多様な訓練が可能

平成２５年３月に発隊した震災、

大規模災害、NBC災害、林野・土砂

災害、未曽有の複合災害などに対応

するマルチな機動部隊

消防救助機動部隊

／緊急消防援助隊
受援施設

ヘリコプター臨時着陸場

／駐機スペース

最新鋭の消防訓練施設

（中層訓練棟）

広大な敷地や土地形状等を
活用した多様な訓練環境

東京都八王子市鑓水に整備

(敷地面積 約50,000 )

施 設 概 要

○ 一般住宅や共同住宅が混在する

街区など、任意の設定が可能

○ 車両操縦訓練も実施可能

◇ 複数の移動式訓練ユニットを活用した消防活動訓練が可能

街区消防活動訓練

車両操縦訓練

多 様 な 訓 練 環 境特徴３

街 区 消 防 活 動 訓 練特徴２

東京消防庁 南多摩総合防災施設 全体概要
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即 応 対 処 部 隊 の 概 要

即応対処部隊とは

平成30年7月豪雨
（西日本豪雨） 平成30年台風21号 北海道胆振東部地震

近年頻発する広域自然災害において、
既存の消防部隊による対応では様々な課題が顕在化

課題① 要救助者の有無等、災害実態の把握に時間を要する
課題② 少ない情報に基づき、各部隊が個別に活動
課題③ 道路寸断等により被災現場への進入が困難

主な課題

対応策

① 既存の部隊では進入困難な現場へ先行できる部隊の創設
⇒迅速な災害実態の把握と救出救助体制の確立

情報を出場部隊に速やかに伝達できる体制の構築
⇒ハイパーレスキュー等との連携による対応力の強化

③ 消防部隊を統制し、各部隊の能力を発揮させる体制の構築
⇒活動隊を統制し指揮統制力の強化

即応対処部隊に配置特殊車両等の一例

【高機動救助車】

広域浸水地や土砂災害現場に早期に部隊を展開す
るため、水深1.２mまでの浸水地や43度までの傾斜
を走行できる高踏破性能を有した車両

【全地形活動車】

泥濘地や急斜面、浸水地、道路損壊地
等へ先行するための不整地走行性能に優
れた小型かつ軽量な四輪駆動車

【エアボート】

スクリューがなく水面の浮遊物に影響を受けない構造
で、摩擦抵抗の低い船底により陸上も滑走できる特殊艇

【全天候型ドローン】

進入困難な場所の情報を上空から収集
※今年度導入予定
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H27秋 知事が東京駅に救急隊を！

H30夏 知事が電動救急車を！
が

H27頃の救急の状況
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H24 オリンピック（H32）までに救急隊の
到着時間を7分以内と公約

対応策
〇救急隊の増隊
〇救急相談センターの拡充 昼間と夜間の救急件数に差がある。

効率的な運用は出来ないだろうか？
・移動する救急隊とか？
・昼間だけの救急隊とか？

オリンピック招致の経験

救急出場件数が増加し続けるとともに、現場到着時間が5年間で約１分延伸

達成に不安

私の頭の中

チャンス！



東京2020大会までに「現場到着時間７分以内」を実現するため・・

需要に応じて



〇発 隊 令和元年5月17日
〇場 所 池袋消防署
〇運用時間 平日の8時30分から17時15分まで
○人員配置 １隊４名配置

〇運用方法 育児短時間勤務の職員等が
適宜乗り換えて運用

デイタイム救急隊の概要

○平成３０年中の現場到着時間を分析すると、

夜間と比較し、日中は長くなる傾向にある

⇒日中の救急需要が多い地域で

現場到着時間を短縮
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○育児休業期間終了後等の救急資格を保有する職員が、
職場復帰後、ただちに交替制（２４時間）の救急隊へ勤務
することは必ずしも容易ではない
⇒交替制勤務が困難な救急資格を有する職員の活躍

○電気救急車（ＥＶ）を使用
※車両には、電動ストレッチャー等も備え、体格の大きな外
国人や重体重の傷病者への対応力強化

１ デイタイム救急隊の考え方

現場到着時間比較
（平成３０年中）

昼夜

6.６分

7.５分

仕事 育児

両立

２ 概要

隊長を女性職員、隊員、機関員を
男性職員とするような編成パターン
も可能



防炎とは？
カーテン、じゅうたんなどを
燃えにくく加工したもの

少しだけ防炎の話

どんな効果
があるの？

・自己消火性により火災を発生させない
・延焼防止により避難時間を確保

どんな物が
あるの？

防炎物品 防炎製品

不特定多数の人がでいりする建築物な
どで使用するカーテンやじゅうたん等は、
消防法により防炎物品であることが義務
付けられています。

防炎物品以外の防炎性能があるもので、
寝具類や衣服類などが該当します。

消防法による使用義務はありませんが、
使用を推奨しています。
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一般住宅 830 73%

共同住宅 149 13%

併用住宅 20 2%一般住宅 7012 37%

共同住宅 3284 17%

併用住宅 360 2%

特定複合用途 1763 9%

工場・作業場 1622 9%

事務所等 712 4%

非特定複合用途 679 4%

倉庫 469 3%

飲食店 453 2%

物品販売店舗等 255 1%

学校 142 1%

その他 2162 11%

建物火災
の

出火件数
19,461件

建物用途別の火災・死者発生状況（令和3年 速報）

住宅火災
10,656件
(54.8%)

住宅火災
999人

(86.7%)
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住宅火災による死者
のうち約75％が
65歳以上の高齢者

建物火災
の

死者数
1,152人



購入するには？
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